先ず部長制度の見直しについてお尋ねいたします。

　国が地方の実情を無視して三位一体の改革を押し進めて以降、大都市周辺のごく一部の自治体を除いて全国のほとんどの市町村では財政が疲弊してきています。

七日の町長の所信表明演説で触れられていましたが、内灘町でも地方交付税が毎年のように減少してきて財政が逼迫してきているために、平成十八年に策定した「集中改革プラン」に基づいて行財政改革が進められています。財政破綻を回避するためには、否応なく総務省、つまり国の進める「集中改革プラン」に従わなければ生き残れないようになってきているのです。
ところが、この「集中改革プラン」は、住民負担の増加、民営化や民間委託などによる公共サービスの縮小、そして職員の削減や給与の見直しなど、削減と縮小と負担増ばかりで、それに基づく、「行財政改革」の多くも、住民負担の増加や町民サービスの縮小などばかりが目立っているように思います。

たしかに、平成十八年度と十九年度において、町は内部経費の削減として、職員の地域手当の一部実施の見送り、管理職手当の引き下げ、特殊勤務手当の廃止、あるいは職員旅費における日当の廃止（これは、石川県内の自治体としては初めてという、たいへん思い切ったやり方です）そして特別職の給与カット等々、数々の改革に取組んでこられました。その努力については、評価を惜しまないものです。
しかしもう一歩進めて、部長制度を見直し、行政組織の簡素化を図り、スリムな組織を作るのも、眼に見える「行財政改革」の一つであると思いますがいかがでしょうか。

部長制度見直しのもう一つの理由は、退職者を補充しない、不補充という手段によって職員数を削減している現在、行政組織に部長制度を残したまま退職者不補充を繰り返してゆけば、管理者ばかりが増え、第一線の現場担当職員の数がますます不足することになります。行政の最先端で住民と直に接しながら働く人たちの人数が減れば、住民サービスも低下するし、現場の活力も失われるのではないでしょうか。

平成十八年度末に四人の部長職が退職されました。平成十九年度末にも四人の部長職が退職予定だと聞いています。けれど、平成二十年度の一般行政職員は、退職者不補充の方針から採用は無いのだといいます。退職者不補充の方針を部長職にこそ適用しなければならない時期に来ているのではないでしょうか。

町長は、平成二十年度に向けてどのように考えておられるのかお尋ねして、次の質問に移ります。

　
今年の六月議会で「職員全員に一提案をはたらきかけるよう」求めましたところ、すぐに実行していただき、八月を「職員提案強化月間」として取組まれ三百を超える数の提案が寄せられたと聞きました。提案した者として本当にうれしく思っています。
トヨタ自動車の「カイゼン」は、世界中の工場で盛んに実施され、この会社を世界企業にまで発展させた秘訣の一つであることはあまりにも有名な話ですが、町の職員提案も、行政内部に働く人たちが、その職務を通して気づいた無駄や非効率を改善しようと提案する、「カイゼン提案」が多くを占めていたであろうと思います。
そこでお尋ねします。
今年三月の清水議員の質問に対して役場庁舎の維持管理経費として六千万円近くの経費が掛かっているとの答弁がありました。
役場のエレベーターには以前から、「職員は利用を自粛しましょう」という張り紙がなされていましたが、それ以外に具体化されるような省エネ努力は、職員提案にはありませんでしたか。わたしも九月議会でエネルギーの節約について細かく提案させていただきましたが、省エネ努力が経費節減の原点なのは一般家庭でも事業所でも同じはずです。
今月は「地球温暖化防止月間」です。ウォームビズは今年はどうなっていますか。
部長制度の見直しのところで取り上げたとおり、どこの自治体でも行政サービスの切下げを伴う「行政改革」を実施するに当たって、まず初めに行政内部の無駄や非効率を徹底することが、住民に負担を強いたり、住民の方々の理解と協力をいただくうえで当然のことです。
下水道料金の引き上げ条例や高齢者医療助成金支給制度の廃止条例が提案されるという、住民にとって厳しい内容の「行政改革」が推し進められている今、行政内部職員の発案として、何がどれだけ行われたかを町民に対して明らかにして頂きたいと思います。
そこでお伺いいたしますが、３００もの提案にはどのようなものがあったのでしょうか。そしてその中でどのようなものが取り上げられ、結果的にどのような成果を挙げられたのでしょうか。また、わたしは、どんな小さなことでもよい、１人一提案を義務付けてはどうですか、と申し上げたのですが、どれほどの職員が提案したのでしょうか。
お答え下さい。
自分の提案が取り上げられ実現すれば、内容の大小にかかわらず、それを提案した職員の士気は大いに高まると思います。今回は取り上げられなくても次回は・・という職員間での良い意味での競争意識も生まれるでしょう。庁舎内の活性化に大きな効果を発揮するのではないでしょうか。ぜひ、一度だけの取り組みでなく、継続的なものにしていただきたいが、それについての考えもお聞きして、この項は終わります。
次に、ボランティアコーディネーターについてお尋ねします。

十一月十七日と二十五日、まちづくり町民塾という面白い集まりがありました。

一回目の講師はＮＰＯやボランティアの活動に詳しい田中尚輝さん。「団塊・シニアに期待すること　地域の底力になろう」と題して話されました。以下町のＨＰからです。

少子高齢化の進展や、人口減少時代の中、社会は大きな転換期を迎えています。地域社会が変化し、一人暮らしの高齢者が増え、子育て世代は孤独な子育てに悲鳴をあげています。そんな中、行政の財政力が弱り、行政が住民の多様なニーズに対し全てに応えることは不可能となってきています

今多くの団塊世代の方が退職され、地域に戻り始めました。その皆さんの高い能力と自由な時間の一部を地域に向けていただき、町づくりに参加してもらいたい、という内容です。

全くうなづける話です。

第二回目講師は吉永鴻一さん。全国で「お父さん、お帰りなさいパーティー」略して「オトパ」を開いて、会社人間だった団塊世代の地域デビューをプロデュースして歩いておられます。

この日は、町の各種ボランティア団体と、新たにボランティアをしてみたいという方の「お見合いパーティー」つまり「合コン」だったのです。

わたしも、自分のやりたいボランティアの紹介パネルを作って意気揚々と出かけました。ところが、その場に集まったのは、すでに二つも三つもボランティアをされているなじみの顔ばかりでした。

企画はすばらしいのですが、ＰＲ力が不足しているのです。

ではこの動きを町に広げていくためにどうしたらよいかということについて、実は二人の講師は一致してこう言っているのです。

「ボランティア事務局のコーディネーター力が大切だ」。

ボランティアコーディネーターとは活動の要になる人で、阪神淡路大震災以来、存在の重要性が認識されています。

・ボランティアをしてみたい人とボランティア団体をつなぐ。

・団体には入りたくない、個人で活動したいと言う人にも細かく対応する。

・ボランティアをしてほしい人にボランティアをしたい人を紹介する。

・特に、営業をして歩いて、じっさい現場で求められているボランティアへのニーズを掘り起こすことが大切な役割です。

子育てや高齢世帯が求めるきめ細かい支援は、町に頼るだけでなく、ボランティアやＮＰＯでカバーし合っていかなければならない時代です。それがなければ、安心して住み続けられません。

なんにでも「旬」というものがあります。ボランティアも「やってみよう」と思いたったときに、自分の関心と一致するものがあるか、または自分で始めるにしても、手ほどきしてくれる人がいると無理なく入っていけますが、せっかく思い立ってもその思いを受け止めてくれる所がないと、結局なにもしないまま終ってしまいます。

今、大量退職する団塊の世代はもちろん、町民の皆さんの力を逃さずキャッチして、町づくりに生かしていただくために、受け皿を用意することが求められています。

文化会館にボランティアルームを開設していただきましたが、部屋だけではどうにもなりませんでした。

専任のボランティアコーディネーターが必要です。

社会福祉協議会もボランティアセンターとして、大変努力をしていただいています。例えば、車椅子の方の送迎サービスの事務局として利用者とボランティアの橋渡し役をしていただいています。あまりにも仕事が多いので、移送サービスのコーディネーターまでは気の毒だと思っていますが、彼らがいなければ続けていくことができません。が反対に、専任のコーディネーターがいれば、もっといろいろ取り組むことができるとも言えるのです。
行革で経費削減の折、人件費がかかりますが、投資金額の何倍にもなる実り多い収穫が期待できるものです。この際、しっかりした考えと、経験と情熱のある方をコーディネーター専任として公募していただきたいと思いますがいかがでしょうか。
ところで、

保健センターの機能強化を図るとか、社協をふくむ福祉の機能を持ったところをまとめるとか、いろいろ町の施設利用改革が遡上に乗っていると聞きました。この際住民へのサービスを第一に考えたしっかりとした青写真を書いていただきたいと申し添えておきます、

次にお伺いするのは、学童保育についてです。対象を４年生まで拡大して下さいと求めまして、清湖小学校で試しに始めていただきました。その後、夏休みには全学童保育で実施していただきました。

来年も続けてほしいという声が決して多くはありませんが、切実な声として届いています。町としての方針をはっきりして、早く明示してあげなければ、祖父母の助けが期待できない一人親などにとっては深刻な問題です。３月にならないとわからない、というのではあんまりです。４年生になっても学童でみてもらえると思っていたのに、３月になって急に「ダメです」と言われることが、どんなにタイヘンなことか。町には想像力が欠けています。

１０月の決算委員会でも、そのことを指摘しましたが、その後いっこうに動きが見られません。

子どもを預けたい保護者だけでなく、預かる側で働いている人たちにとっても、早く対処できるように方針を示す必要があるでしょう。いかがですか。
最後に、歩行者優先の道路にして下さいということを申し上げます。

清湖大橋の下の県道、松任・宇ノ気線の向粟ヶ崎の大きな交差点ですが、歩行者用の歩道がありません。

この交差点ができた２４年前は、危険を回避するために住民の側から地下道の設置が強く望まれたと聞いております

けれど時代は変わり、世間の一般常識も「車は急に止まれない」という車優先の考えから「車よりも人を大切に」しなければいけないという意識に変わってきました。人が車に遠慮して地下にもぐるのは、本末転倒だったということに、気が付き始めたのです。

住民の高齢化もあります。現実的に、あの地下道を上り下りするのはお年寄りにはタイヘンな負担ですし、最近増えてきた「高齢者用のシルバーカー」になると、地下道利用は全く無理です。

ときどき、歩道のないこの交差点を渡って行かれるシルバーカーを見かけることがあります。事故が起こったら、どこが責任を持つのでしょう。地下道を通らなかったからと言って、そのお年寄りを責めるのでしょうか。もしそうなら行政の責任転嫁です。
また今後、環境問題に加えて、ガソリンの値上げなどの理由により自転車利用が増えるのではないかと期待しているのですが、自転車利用者にとっても、学生以外はあの急斜面は難物です。私自身、自転車であそこで立ち往生しました。
子どもたちも、特に中学生ともなると、パトロール隊がいない下校時は、暗い中を黒い制服で道路を渡る危険な姿が目に付きます。
これら全て、事故が起こってからでは遅いのです。県へ、昔のいきさつはご破算にして、横断歩道と歩行者用信号をすぐに設置してくれるよう求めてください。

もう一ヶ所、向陽台の信号について、お尋ねします。
明治生命のところにある押しボタン信号が、赤から青になるのに長いときは２分近くかかることは、有名です。

向陽台の住宅地内を車がたくさん通らないようにするという配慮でもありましたが、能登有料道路から降りてきた車がスムーズに流れるようにという、車に対する思いやりが大きな理由でした。

一昔前と違って、道路も増え、清湖大橋が能登海浜道路から流れてくる車でいっぱいだということはなくなりました。

むしろ、子どもやお年寄りが雨風の中、長い間信号待ちさせられている気の毒な様子が目立っています。これからの季節はなおさらです。

車は今までどおりでよいので、歩行者信号用の押しボタンの待ち時間をもっと短くしていただきたいと思いますがいかがでしょうか。

歩行者優先の、暖かい心のかよった答弁をお願いし以上で質問を終ります。

